
株式会社　ボナー 単位：千円

金　　　額 金　　　額

3,213,279 3,393,484

現 金 及 び 預 金 2,809,001 222,491

売 掛 金 114,434 2,000,000

商 品 40,347 594,201

販 売 用 不 動 産 87,693 234,407

前 払 費 用 127,669 34,679

そ の 他 34,604 8,673

貸 倒 引 当 金 △ 471 68,558

142,295

3,341,077 22,452

1,897,189 11,871

建 物 788,736 22,566

構 築 物 1,730 4,246

車 両 運 搬 具 2,932 27,042

器 具 及 び 備 品 82,773 6,197,678

土 地 1,021,016 934,290

19,311 4,500,000

ソ フ ト ウ ェ ア 2,154 18,640

そ の 他 17,156 107,371

1,424,576 44,851

投 資 有 価 証 券 202,000 35,705

出 資 金 433 556,308

長 期 貸 付 金 72,606 511

従 業 員 に 対 す る 長 期 貸 付 金 845 9,591,163

破 産 更 生 債 権 等 10,021

長 期 前 払 費 用 10,086 △ 3,036,805

保 険 積 立 金 231,152 10,000

敷 金 及 び 保 証 金 900,619 14,184

そ の 他 13,319 13,950

貸 倒 引 当 金 △ 16,507 234

△ 3,060,990

49,506

△ 3,110,496

別 途 積 立 金 100,691

配 当 積 立 金 2,000

退 職 積 立 金 5,000

圧 縮 積 立 金 26,042

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 3,244,230

( う ち 当 期 純 損 失 ) (984,051)

△ 3,036,805

6,554,357 6,554,357

資 産 除 去 債 務

株 式 給 付 引 当 金

純 資 産 の 部

資 本 金

【 株 主 資 本 】

負 債 合 計

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 負 債

（ 無 形 固 定 資 産 ）

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

資 産 除 去 債 務

賞 与 引 当 金

長 期 借 入 金

そ の 他

【 固 定 負 債 】

関 係 会 社 長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

未 払 消 費 税 等

契 約 負 債

前 受 金

預 り 金

預 り 敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 受 収 益

買 掛 金

短 期 借 入 金

１ 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

（ 有 形 固 定 資 産 ）

貸  借  対  照  表
（2024年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　目 科　　　目

【 固 定 資 産 】

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】



1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

ア. 満期保有目的の債券・・・・・・・・・定額法による償却原価法を採用しております。

イ. その他有価証券

市場価格のない株式等・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

ア. 商品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

イ. 販売用不動産・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

③固定資産の減価償却の方法

ア. 有形固定資産(リース資産を除く) ・・・・・・定率法を採用しております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年4月1日以降に取得

した建物附属設備及び構築物につきましては定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 2～50年

構築物 10～35年

車輛運搬具 2～6年

器具及び備品 2～18年

イ. 無形固定資産(リース資産を除く) ・・ 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づいております。

④引当金の計上基準

ア. 貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

イ. 賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当

事業年度に負担すべき額を計上しております。

ウ. 株式給付引当金・・・・・・・・・・・・・株式給付規程に基づく従業員に対する親会社株式の給付に備える

ため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上

しております。

⑤収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の通りであります。

ア. カラオケ事業・・・・・・・・・・・・・・・カラオケ事業の収益は、カラオケ施設での設備の提供であり、顧客

(利用者)が同設備を利用し対価を受領した時点で履行義務が充足

されるため、当該時点で収益を認識しております。

付与したポイントについては、顧客がポイントを使用するごとに

値引きを行う義務を負っており、当該ポイントの使用時又は失効時

に履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

イ. 飲食事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・飲食事業の収益は、飲食店舗における顧客からの注文に基づく料

理等の提供であり、顧客へ料理等を提供し対価を受領した時点で

履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

ウ. 不動産事業・・・・・・・・・・・・・・・・不動産事業の収益は、主に不動産販売やビル・住宅等の賃貸・管

理であり、不動産販売については引渡時点で、賃貸・管理について

はサービス提供が完了した時点で履行義務が充足されるため、当該

時点で収益を認識しております。

個　別　注　記　表


